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職業指導・キャリア教育に関する現代的意義と課題
























                                                  
1 教育職員免許法施行規則第一章（単位の修得方法等）第五条（高等学校教諭の普通免許状）
（最終改正平成二八年四月一日文部科学省令第二三号）。 
2 文部科学省 HP（2017 年 4 月 1 日）による。当該数字は同 HP での分類により通り各大学
の学部・学科・課程・専攻・コース別に積算されている。 
3 教育基本法（平成十八年十二月二十二日法律第百二十号）。 
4 中教審 20 年 1 月答申 125 頁。適宜省略引用・下線は筆者による。 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/05/12/1216
828_1.pdf 


































                                                  




 「職業指導」の源流は、アメリカの Frank Parsons がボストンに職業局を
開設し、青少年に職業指導・職業相談を行ったことが初出とされる6。アメ
リカにおける草創期には社会改良を目指す職業指導と、学校職業指導がほ
ぼ同時に起こり、1906 年創設の全米産業教育振興会（National Society for 
Vocational Guidance）7が 1913 年に全米職業指導協会（NVGA）8を結成し、
その後職業指導を拡充するため連邦政府が中等学校に財政援助することを







尊重及職業指導二関スル件」11が出発点とされる12。戦後 1946 年 11 月に日










                                                  
6 吉田辰雄・篠翰『進路指導・キャリア教育の理論と実践』1 頁（日本文化科学社、2007 年）。 
7 現在は Association for Career and Technical Education; ACTE に引き継がれ、アメリカ最大の
キャリア教育団体 https://www.acteonline.org/ 
8 The National Vocational Guidance Association. その後1985年に the National Career Development 
Association; NCDA と名称変更し現在に至っている 
https://associationdatabase.com/aws/NCDA/pt/sp/home_page（NCDA website）。 
9 吉田辰雄・篠翰、前掲注 6、4-5 頁。 
10 同書 11 頁。 
11 昭和 2 年 11 月 25 日文部省訓令第 20 号。 
12 同書 12-14 頁。 































                                                  
14 同書 15-16 頁。 
15 文部科学省関連の審議会等報告書において文言「キャリア教育」が初めて登場した（文部





















けるキャリア教育・職業教育の在り方について」23（平成 23 年 1 月 31 日）
では、上記 4 領域 8 能力から、人間関係形成・社会形成能力、自己理解・自己
管理能力、課題対応能力、キャリアプランニング能力に改められた、という24。 
                                                  
17 中教審大学分科会質保証システム部会「大学における社会的・職業的自立に関する指導等
（キャリアガイダンス）の実施について（審議経過概要）」平成 21 年 12 月 15 日。 
18 文部科学省国立教育政策研究所生徒指導研究センタ 「ーキャリア発達にかかわる諸能力の
育成に関する調査研究報告書」平成 23 年 3 月。 
19  日本キャリア教育学会（ Japan Society for the Study of Career Education; JSSCE ）
http://jssce.wdc-jp.com/. 
20 1980 年『進路指導研究』第 1 号刊行。 











24 藤岡秀樹、前掲注 22、249 頁。当該論文は、2006 年度から 2013 年度までの『キャリア教






NCDA（National Career Development Association）がある25。その源泉は、1913年
























                                                  




28 例えば、高大接続特別部会が設置（第 1 回会合は平成 24 年 9 月 28 日）、文部科学大臣決




新卒者の 3 年以内の離職率も高卒 47％、大卒 32％（厚生労働省調査）から、
学校教育と職業生活との接続に課題があることの認識が出発点とされてい
る。厚生労働省の近年の同データでは、高卒者で 40.9％、31.4％、18.1％、













3.2 キャリア教育の総合的調査研究協力者会議報告書（平成 16 年 1 月）31 
 本協力者会議は、初等中等教育におけるキャリア教育推進の基本方針を










                                                  
29 厚生労働省ウェブサイト「新規学校卒業者の在職期間別離職状況」「学歴別卒業後 3 年以
内の離職率の推移」http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137940.html 






























3.3 文部科学省・平成 18 年 11 月手引33  
 平成 15 年 6 月に、政府の若者自立・挑戦戦略会議34が「若者自立・挑戦
プラン」35を取りまとめ、その重要な柱としてキャリア教育の推進が位置付
                                                  
33 文部科学省「小学校・中学校・高等学校 キャリア教育推進の手引－児童生徒一人ひとり




34 構成員は文部科学大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣、経済再生政策担当大臣（第 5 回会



































                                                  
36 国立教育政策研究所生徒指導研究センタ 「ー職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組
































                                                  
37 吉田辰雄・篠翰、前掲注 6、第 2 章（20-34 頁）。 
38 同書 32-33 頁。 
39 同節の以下の記述は次の文献による。益田勉「キャリア発達の内容理論と過程理論～キャ
リア発達理論の統合的理解に向けての１視点～」『人が原科学研究』（文教大学人間科学部）
第 34 号 85‐96 頁（2012 年）；渡辺三枝子『新版 キャリアの心理学－キャリア支援への発
達的アプローチ-』（ナカニシヤ出版、2007 年）。 
40 益田勉、前掲注 37、87‐88 頁。 
41 吉田辰雄・篠翰、前掲注 6、32 頁。 
122 中村　嘉孝
3.5 Donald E. Super の Life and Career Rainbow 理論42 




















（throughout an entire lifetime）職業的選択が継続するとした。 
 Super はこれら先行研究を土台に、時間軸を成長期（Growth 1-14 歳）、開
拓期（Exploration, 15-24 歳）、確立期（Establishment, 25-44 歳）、維持期





                                                  
42 Donald. E. Super, Career and life development. In D. Brown, L. Brooks, & Associates eds., Career 
choice and development : Applying contemporary theories to practice.(Jossey-Bass, 1984); Donald 



































                                                  
45 「中学校・高等学校進路指導資料第 1 分冊」（平成 4 年文部省）など進路指導資料におい
ても多数引用されている。 




































                                                  
47 「キャリア教育推進の手引」22 頁。 
48 同書 23 頁。筆者が若干文言を修正した。 




































                                                  
50 「キャリア教育推進の手引」31-47 頁。 











る平成 23 年 3 月中教審答申と、平成 23 年 3 月調査研究報告書の二点を中
心にその内容を確認し、今後の在り方について考察したい。 
4.1 平成 23（2011）年 1 月中教審答申の概要53 
















                                                  





54 同書 1 頁。 
55 同書。 



























 序章において 15-24 歳の完全失業率 9.1％、非正規雇用者の割合 32％、高





                                                  
57 以下本文中の各数値については、注釈関係資料（データ編）①111-142 頁②143-157 頁③
158-180 頁④181-190 頁⑤191-201 頁⑥202-214 頁⑦215-219 頁、注釈関係資料（事例編）①221-
240 頁②241-253 頁③254-276 頁、参考資料 277-292 頁による。 
58 同書 2 頁。以下の数字は同書に基づき、詳細な引用は省略する。 
128 中村　嘉孝
 産業構造の変化として、第二次産業就業者は、1975 年の 34％から 2005 年





慣行であったが、非正規の割合が 15-24 歳では 1991 年の 9.5％から 2005 年
の 34.6％、2010 年は 31.5％となっている60。新規学卒者の 3 年以内の離職率
は中学校で 65％、高等学校 40％、短期大学等 41％、大学 31％であり、また
15-34 歳で家事も進学もしていない「若年無業者」は 2009 年で約 63 万人と
いう状況である。 
 過去においては 1951 年の産業振興法の制定により、工業・農業の人材需
要に対応した教育内容がなされ、1965 年頃の高校卒業者の約 6 割が就職し
経済社会の発展に大きく寄与した。高校では 1975 年以降、普通科の割合が
拡大し、生徒数では 63％から 72％（2010 年）へ、職業の専門学科の割合は
36％から 20％へ減少している。また教員については、2009 年公立学校教員
採用選考試験において新規学卒者は 31％（高校 21％）、教職経験者は 54％










4.3 後期中等教育におけるキャリア教育・職業教育（答申第 3 章）61 
 1965 年頃は普通科 60％、専門学科 40％であったが、2010 年では普通科
                                                  
59 同書 3‐6 頁。各種数値は、中小企業白書（2010 年版）、総務省「労働力調査」（各年度）、
厚生労働省委託「中小企業の人材育成と技能継承に係る調査」（2009 年）による。 
60 同書 5 頁。35-44 歳でも 1991 年 20.2％、2005 年 26.5％、2010 年 26.3％という。厚生労働
省「労働経済の分析（平成 21 年）」による。 
61 注釈関係資料（データ編）①111-142 頁②143-157 頁③158-180 頁④181-190 頁⑤191-201 頁
⑥202-214 頁⑦215-219 頁、注釈関係資料（事例編）①221-240 頁②241-253 頁③254-276 頁、





専門学科では 1965 年頃は高校生の約 4 割であったが、現在では約 2 割と










4.4 生涯学習の観点からのキャリア形成支援（答申第 5章） 
 基本的な方針として、学びたいものが何時でも職業に必要な知識・技能を
学び直し、理解を深める機会の充実が必要である、とされる65。大学入学者










                                                  
62 理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係に関する学科など。 
63 同書 43 頁。 
64 商業に関する学科数は、2000 年 936 が、2010 年 697 と約 25％減少している。詳細はデー
タ編③163 頁参照。 
65 答申 90 頁。 





では「European Qualifications Framework; EQF」として、職業に関する資格に
必要とされる学習成果を知識（knowledge）、技能（skills）、能力（competency）
について 8 段階（Level 1-8）に分類し、各段階と学位等の高等教育に関する







4.5. 平成 23 年 3 月調査研究報告書70 




キャリア教育の動向を時系列的にまとめると、次のようになる（第 1 章）。 
① 平成 11（1999）年 12 月 中教審答申「初等中等教育と高等教育との
接続の改善について」において「キャリア教育」文言初出。 
② 平成 14（2002）年 11 月国立教育政策研究所生徒指導研究センタ 「ー児
童生徒の職業観・勤労観を育む教育の推進について」報告書において
「4 領域 12 能力」を基礎として「4 領域 8 能力」が開発・提示される。 
③ 平成 15（2003）年 6 月文科省大臣他「若者自立・挑戦プラン」開始。 
④ 平成 16（2004）年 1 月文部科学省「キャリア教育の推進に関する総合
的調査研究協力者会議報告書-児童生徒一人一人の勤労観、職業観を
育てるために-」における「4 領域 8 能力」がその後、学校に浸透。 
⑤ 平成 17（2005）年度より「キャリア・スタート・ウィーク」が中核的
事業として、中学校において 5 日間以上の職場体験が実施される。 
⑥ 平成 18（2006）年 12 月教育基本法の改正において「職業及び生活と
                                                  
68 https://www.gov.uk/what-different-qualification-levels-mean/overview 
69 European Commission, Learning Opportunities and Qualifications in EU; 
https://ec.europa.eu/ploteus/search/site?f%5B0%5D=im_field_entity_type%3A97 
70 国立教育政策研究所生徒指導研究センタ 「ーキャリア発達にかかわる諸能力の育成に関す





⑦ 平成 19（2007）年 6 月学校教育法の改正において、「職業についての
基礎的な知識と技能・勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進
路を選択する能力を養うこと」が規定された。 
⑧ 平成 20（2008）年 1 月中教審答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学
校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」において、新
学習指導要領でのキャリア教育の充実が求められる。 
⑨ 平成 20（2008）年 3 月小学校・中学校、平成 21 年 3 月高等学校の各
学習指導要領が同答申に基づき改訂される。 




⑪ 平成 23（2011）年 1 月中教審（キャリア教育・職業教育特別部会）答
申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」
において、基礎的・汎用的能力が提示される。 
 以上から、近年 18 年間においてキャリア教育に関する指針や活動が行
われている。その骨子となっているのは、平成 14 年 11 月報告書の 4 領
域 8 能力である。 
 
4.6「4 領域 8 能力」論の意義 








                                                  
72 同報告書 16 頁表 2-1「4 つの能力領域を発達させる進路指導活動モデル」同 17 頁表 2-2
「職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み…」を参考に筆者作成。 
132 中村　嘉孝
4 能力 8 領域 4 能力 12 領域 
人 間 関
係形成 





























4 技能 8 能力を主軸としつつ、各界から提示された様々な力を参考としつつ
作成された。例えば「人間力」73、「就職基礎力」74、「社会人基礎力」75、「学








                                                  
73 内閣府・人間力戦略研究会「人間力戦略研究会報告書」平成 15 年 4 月「社会を構成し運
営するとともに、自立した一人の人間として力強く生きていくための総合的な力」。 
74 厚生労働省「若年者の就職能力に関する実態調査」平成 16 年 1 月。 
75 経済産業省・社会人基礎力に関する研究会「社会人基礎力に関する研究会-中間とりまと
め-」平成 18 年 1 月「職場や地域社会の中で多くの人々と接触しながら仕事をしていくため
に必要な能力」。 
76 中央教育審議会「学士課程教育の構築に向けて（答申）」平成 20 年 12 
月。同報告書 32 頁に概要。 
77 中教審平成 23 年 1 月答申 27 頁。説明は平成 23 年 3 月報告書 30-31 頁による。 
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